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省エネ法等改正案の問題①
非化石エネルギーに化石由来の燃料を含む

＜水素＞

・水素（H2）やアンモニア（NH3）は、炭素を含まないため、

燃やしてもCO2が排出されない。

・ただし現状では水素やアンモニアは化石燃料から製造。

CO2は大量に発生。

＜アンモニア＞

・水素に窒素を合成してアンモニアを生成。

・製造プロセスで大量のエネルギーを使用するため、大

量のＣＯ２を発生。



省エネ法等改正案の問題②
CO2削減効果がない（評価されない）

・石炭火力にアンモニアを20％混焼した場合、政府は20％のCO2削減になるとしているが、グレーアンモニアだと石炭火力からわずか４％の削減
にしかならない。



省エネ法等改正案の問題③
石炭火力の延命策である／エネルギーシフトにならない

・日本の石炭火力発電所保有の電力会社は、いずれもアンモニア・水素
燃料の混焼で“ゼロエミッション”を目指して、ほとんど廃止計画が出て
こない。

・省エネ法では、アンモニアや水素の混焼によって、老朽火力も見かけ
上高効率に。 ＊バイオマス混焼でも同様の問題あり。

・わずかな混焼で省エネ法の効率基準を満たすことになるため、“非効
率火力”さえ基準をクリアしてしまう。

・結果的に今回の省エネ法改正も「非化石エネルギー」への転換を促し
つつ、混焼を推奨しているので、石炭火力の延命措置にほかならない。

出典）Japan Beyond Coal 2022年4月末現在

石炭火力発電事業者トップ10（設備容量）

新設計画 廃止計画

出力(万kW) 地点数 出力(万kW) 地点数

石炭 482 7 △ 28.8 2

LNG 714.9 15 △ 216.8 6

石油 2.6 6 △ 927.3 29

計 1199.5 28 △ 1172.9 37

電力広域的運営推進機関（OCCTO）「2022年度供給計画の取りまとめ」

2031年度末までの火力発電の新設・廃止計画



省エネ法等改正案の問題④
1.5℃目標に整合しない

出典）Transition Zero

・1.5℃目標には、石炭火力は2030年に全廃する必要がある。アンモニア混焼20％で、既存石炭火力を残すのは全く不整合。
・IEAのネットゼロシナリオは、1.5℃目標に整合する2030年の電源の排出係数は138ｇ/kWh。アンモニア20％混焼は693g/kWhと大きく上回る。

CO2排出係数の比較

https://climateanalytics.org/briefings/coal-phase-out/



省エネ法等改正案の問題⑤
アンモニアは高コストで座礁資産のリスクが高い

出典）Transition Zero

・Transition Zeroのレポートによれば、グレーアンモニアのコストはエネル
ギー当量ベースで燃料炭の約 4 倍、 グリーンアンモニアはエネルギー当量
ベースで石炭の15 倍

出典）燃料アンモニア導入官民協議会「中間取りまとめ」

・政府資料でも高コスト



省エネ法等改正案の問題⑥ JOGMEC法
水素・アンモニアの民間リスク低減のためにJOGMECの業務拡大

★JOGMEC法の改正案の政府の法案概要より

水素やアンモニアの利用等を発電や輸送・産業分野で拡大するためには、国内での製
造を促進するとともに、 LNG と同様、製造・液化等・輸送・貯蔵等に至る国際バリュー
チェーンの構築が必要。民間企業による海外での操業リスク低減を図るため、 JOGMEC
が水素やアンモニア等の製造・液化等や貯蔵等への出資・債務保証を行う。
・つまり、本来は民間が負うべきリスクをJOGMECが肩代わりし、国家予算を投じるというもの。
・しかも、CO2の削減効果がないものにも投資することに。



省エネ法改正までの時系列

2020年10月13日 JERA「JERAゼロエミッション2050」を発表 ＊石炭アンモニア混焼

2020年10月26日 菅義偉首相「2050年排出ゼロ宣言」

2020年10月27日 エネ庁「燃料アンモニア導入官民協議会」

2021年 2月26日 電源開発「J-POWER “BLUE MISSION 2050”」を発表 ＊水素

2021年 4月22日 政府2030年目標を発表 「2013年度比46％削減50％の高みを目指す」

2021年 6月18日 政府「カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

2021年10月22日 政府「第６次エネルギー基本計画」閣議決定 ＊アンモニアの位置づけ

2021年11月 2日 COP26世界リーダーズサミット
＊岸田首相「化石火力をアンモニア、水素などのゼロエミ火力に転換するため、１億ドル規模の先導的な事業

を展開」→化石賞受賞

2022年 3月 1日 省エネ法・高度化法・JOGMEC法等改正案閣議決定→国会に上程



JERAゼロエミッション2050

出典）JERAゼロエミッション2050 日本版ロードマップ（2020年10月13日）



JERAが保有する石炭火力発電所 総計967万KW

発電所名 号機 県 住所

設備容量
（MW） 運転開始年 状況

碧南発電所 1 愛知 碧南市 70万kW 1991年10月 運転中（2030年まで？）

碧南発電所 2 愛知 碧南市 70万kW 1992年6月 運転中（2030年まで？）

碧南発電所 3 愛知 碧南市 70万kW 1993年4月 運転中

碧南発電所 4 愛知 碧南市 100万kW 2001年11月 運転中

碧南発電所 5 愛知 碧南市 100万kW  2002年11月 運転中 ＊アンモニア混焼試験：0.02%
常陸那珂発電所 1 茨城 東海村 100万kW  2003年12月 運転中

広野発電所 5 福島 広野町 60万kW  2004年7月 運転中

広野発電所 6 福島 広野町 60万kW 2013年12月 運転中

常陸那珂発電所 2 茨城 東海村 100万kW  2013年12月 運転中

武豊発電所 5 愛知 武豊町 107万kW  2022年8月 建設中

横須賀発電所 新1 神奈川 横須賀市 65万kW  2023年 建設中
横須賀発電所 新2 神奈川 横須賀市 65万kW  2024年 建設中

出典）Japan Beyond Coalより作成



電源開発 J-POWER BLUE MISSION 2050



電源開発(Jパワー)が保有する石炭火力発電所 総計849.5万KW

発電所名 号機 県 住所 設備容量 運転開始年 発電技術 状況
高砂発電所 1 兵庫 高砂市 25万kW 1968年7月 亜臨界 (Sub-C) 運転中
高砂発電所 2 兵庫 高砂市 25万kW  1969年1月 亜臨界 (Sub-C) 運転中
松島発電所 1 長崎 西海市 50万kW 1981年1月 超臨界 (SC) 運転中
松島発電所 2 長崎 西海市 50万kW  1981年6月

2026年
超臨界 (SC)
ガスタービン及び汽力（複
合発電方式）

運転中
計画中（環境アセス）
＊アップサイクル

竹原発電所 3 広島 竹原市 70万kW  1983年3月 超臨界 (SC) 運転中
石川発電所 1 沖縄 うるま市 15.6万kW 1986年11月 亜臨界 (Sub-C) 運転中

石川発電所 2 沖縄 うるま市 15.6万kW 1987年3月 亜臨界 (Sub-C) 運転中
松浦発電所 1 長崎 松浦市 100万kW 1990年6月 超臨界 (SC) 運転中
松浦発電所 2 長崎 松浦市 100万kW  1997年7月 超々臨界 (USC) 運転中
橘湾発電所 1 徳島 阿南市 105万kW 2000年7月 超々臨界 (USC) 運転中
橘湾発電所 2 徳島 阿南市 105万kW  2000年12月 超々臨界 (USC) 運転中
磯子発電所 新1 神奈川 横浜市 60万kW 2002年4月 超々臨界 (USC) 運転中
磯子発電所 新2 神奈川 横浜市 60万kW  2009年7月 超々臨界 (USC) 運転中
大崎クールジェン 広島 大崎上島町 16.6万kW 2017年3月 石炭ガス化複合発電 (IGCC)運転中
竹原発電所 新1 広島 竹原市 60万kW 2020年6月 超々臨界 (USC) 運転中

出典）Japan Beyond Coalより作成

※大崎クールジェンは中国電力と共同出資した株式会社大崎クールジェンが運営会社なので、株の保有率50％から割り出し8.3万kW分をJパワーの保有分とする。



松島火力（GENESIS松島）のCO2排出量は減るのか？

CO2はほとんど減らない むしろ再エネの足かせに・・・・



燃料アンモニア導入官民協議会「中間取りまとめ」
取組を推進するにあたっての環境整備

（１）国内法制度の位置づけ＜短期的環境整備＞
エネルギー供給構造高度化法（高度化法）やエネルギーの使用の合

理化等に関する法律（省エネ法）など、法制上の評価がなされるよう
対応。また、燃料アンモニアの安定供給を支える海外事業については、
民間企業だけではそのリスクを負いきれない事態に備え、石油天然ガ
ス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による支援の強化についても幅広
く検討。
供給側のCO2排出抑制にかかる制度設計、燃料アンモニア利用にか

かる国際標準・基準の策定港湾・海運分野における環境整備等を拡充。

（２）ファイナンス等の支援強化＜短期的環境整備＞
JOGMECにおける技術支援策の強化、国際協力銀行（JBIC）による

出資及び特別業務によるリスクマネーの供給等の具体的支援の検討、
日本貿易保険（NEXI）における資源エネルギー総合保険の適用対象で
ある資源にアンモニアを追加することで、燃料アンモニア事業向け案
件にかかる保険料率の引き下げ並びに信用付保率の引き上げが可能と
なる検討。

（３）グリーンイノベーション基金事業＜長期的環境整備＞
「グリーンイノベーション基金事業」を活用した長期的な研究開発

の実施。



燃料アンモニア導入官民協議会「中間取りまとめ」
導入・拡大のロードマップ

＜需要の想定＞
2030年：年間300万トン
（水素換算約50万トン）
2050年：年間3000万トン
（水素換算約500万トン）

＜アンモニア価格＞
現状

20円台前半/N㎥
2030年まで

10円台後半/N㎥

→政府はこれをグリーン成長
戦略に位置付け



省エネ法、高度化法、JOGMEC法等の改正
水素・アンモニアを「非化石エネルギー」とする石炭延命策

 気候ネットワーク「ポジションペーパー ～CO₂回収・利用・貯留（CCUS）への
期待は危うい～」（2019年6月25日）

https://www.kikonet.org/info/press-release/20190625/position-paper-CCUS

 Transition Zero「日本の石炭新発電技術」（2022年2月14日）

https://www.transitionzero.org/reports/advanced-coal-in-japan-japanese

 気候ネットワークプレスリリース発表（2022年3月1日）

改正省エネ等法案は石炭火力温存へのミスリード

～水素・アンモニアを非化石エネルギーと位置付け推進するべきではない～

https://www.kikonet.org/info/press-release/2022-3-1/Energy-Conservation-
Law

https://www.kikonet.org/info/press-release/20190625/position-paper-CCUS
https://www.transitionzero.org/reports/advanced-coal-in-japan-japanese
https://www.kikonet.org/info/press-release/2022-3-1/Energy-Conservation-Law
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